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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次

第13期

第２四半期

連結累計期間

第14期

第２四半期

連結累計期間

第13期

会計期間
自平成25年10月１日

至平成26年３月31日

自平成26年10月１日

至平成27年３月31日

自平成25年10月１日

至平成26年９月30日

売上高 （千円） 3,094,690 8,246,826 6,257,453

経常利益 （千円） 1,484,951 5,849,571 3,263,530

四半期（当期）純利益 （千円） 907,408 3,700,143 1,988,874

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 927,960 3,693,023 2,000,686

純資産額 （千円） 5,036,988 13,422,675 10,549,866

総資産額 （千円） 22,638,686 55,430,992 44,016,416

１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 11.63 39.44 24.07

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 11.46 39.06 23.77

自己資本比率 （％） 22.2 24.2 24.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △373,426 2,936,374 △13,024,155

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △575,002 △890,441 △730,214

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 781,498 △706,383 14,000,123

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 3,672,946 5,450,859 4,092,451

 

回次

第13期

第２四半期

連結会計期間

第14期

第２四半期

連結会計期間

会計期間
自平成26年１月１日

至平成26年３月31日

自平成27年１月１日

至平成27年３月31日

１株当たり

四半期純利益金額
（円） 9.33 18.17

 
　（注）１． 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２． 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３． 当社は、平成27年４月１日付で、普通株式１株につき３株の株式分割を実施しております。前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整

後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループは、ベルニナ信託株式会社（平成26年12月８日付で株式会社

ＦＰＧ信託に商号変更）の全株式を取得し、連結子会社としたうえで、信託事業へ進出しております。これによ

り、「ＦＰＧ信託」を、新たに事業セグメントとしております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について、重

要な変更があった事項は以下のとおりであります。また、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末

日現在において、当社グループが判断したものであります。なお、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年

度の有価証券報告書における「第一部　企業情報　第２事業の状況　４事業等のリスク」の項目番号に対応してお

ります。

(7）資金調達に関するリスク

　当社グループは、タックス・リース・アレンジメント事業における商品出資金の取得資金や、不動産関連事

業における組成用不動産の取得資金等、事業遂行に際しての資金需要について、自己資金による他、金融機関

からの個別の借入金、コミットメントライン契約及び当座貸越契約等に基づく借入金によっております。

　本書提出日現在、コミットメントライン契約及び当座貸越契約等の資金調達枠の総額は、593億円で設定し

ており、これらの契約の大部分は、その契約期間が概ね１年です。

　世界経済の悪化等何らかの理由により、金融機関からの個別の借入れが実行できなくなる場合、また、コ

ミットメントライン契約及び当座貸越契約等を更新できない場合には、当社グループにとって必要となる資金

を、適時に調達できなくなる可能性があることから、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(9）財務制限条項について

　当社グループのコミットメントライン契約及び借入契約には、財務制限条項が付されているものがあり、当

社グループの業績が悪化した場合には、財務制限条項に抵触し、借入について期限の利益を喪失する可能性が

あります。期限の利益を喪失し、一括返済が求められた場合、当社グループの事業運営に重大な影響を生じる

可能性があります。

 当第２四半期連結会計期間末日現在の財務制限条項の状況については、「第４経理の状況　１四半期連結財

務諸表　注記事項（四半期連結貸借対照表関係）」をご参照ください。

 

２【経営上の重要な契約等】

コミットメントライン契約等の締結

当社グループは、主にタックス・リース・アレンジメント事業において、匿名組合出資持分の立替資金の効

率的な調達を行うため、また、不動産関連事業で組成用不動産を取得するための資金を調達するため、一部の取

引銀行と、コミットメントライン契約、当座貸越契約、資金調達枠付の融資契約を締結しております。

当第２四半期連結会計期間末のコミットメントライン及び当座貸越契約等の資金調達枠の総額は、593億円で

あります。

なお、当第２四半期連結会計期間における、主な契約の状況は、以下のとおりであります。

当社において、平成26年３月に締結した株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及びその他５行との資金調達枠63億

円のコミットメントライン契約が終了することに伴い、平成27年３月24日付で、同行及びその他11行と、資金

調達枠88億円のコミットメントライン契約を締結いたしました。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

　当第２四半期連結累計期間における世界経済は、緩やかに回復しているものの、欧州・中国・その他新興国経

済の減速懸念等もあり、先行きに不透明さも残っております。日本経済は、企業収益や雇用情勢の改善等がみら

れ、景気は緩やかな回復基調にあるものの、海外経済の減速等の懸念もあり、先行きに不透明さも残っておりま

す。このような状況のもと、当社グループは、中期経営計画に従い、各種施策の実施に努めました。特に、平成

26年10月31日付で、信託業法に基づく、運用型信託会社の免許を有している、ベルニナ信託株式会社（平成26年

12月８日付で株式会社ＦＰＧ信託に商号変更いたしました。）を子会社化し、信託事業へ進出いたしました。ま

た、資金調達手段の多様化・安定化を図るために、信用格付業者である株式会社日本格付研究所より、新規に格

付けを取得するとともに、コマーシャル・ペーパーによる資金調達を開始した他、機動的な資金調達が可能とな

る、コミットメントライン契約及び当座貸越契約等の総額を、前連結会計年度末の450億円から当第２四半期連

結会計期間末で593億円に増加させる等、資金調達力を向上させました。

売上高

　売上高は、8,246百万円（前年同期比166.5％増）となりました。

（タックス・リース・アレンジメント事業）

　タックス・リース・アレンジメント事業の売上高は、7,822百万円（前年同期比185.5％増）となりました。

リース事業組成金額及び出資金販売額の状況は以下のとおりであります。

　・リース事業組成金額は、133,083百万円（前年同期比152.3％増）となりました。これは主に、案件組成のサ

ポートを行う関連会社（FPG ASSET & INVESTMENT MANAGEMENT B.V．及びその100％子会社であるFPG ASSET

&　INVESTMENT MANAGEMENT ASIA PTE.LTD.並びにAMENTUM CAPITAL LIMITED）との連携を推進し、好調な出資

金販売環境や、資金調達力の向上を背景に、積極的な案件組成を行ったことによるものであります。

　・出資金販売額は、47,463百万円（前年同期比168.8％増）となりました。これは主に、企業収益の改善、将来

の法人税率の引き下げを背景に、業績好調な投資家からの出資金に対する需要が、強く推移しており、リー

ス事業の案件組成能力の拡大や販売力の向上とあいまって、投資家からの旺盛な需要に応えるべく、下半期

に販売予定であった出資金を前倒しで販売する等、出資金の販売が増加したことによるものであります。

（その他事業）

　タックス・リース・アレンジメント事業以外のその他事業の売上高は、424百万円（前年同期比19.7％増）と

なりました。このうち、証券事業の売上高は、85百万円（前年同期比5.9％減）、保険仲立人事業の売上高は、

170百万円（前年同期比18.8％増）、不動産関連事業の売上高は、96百万円（前年同期比13.5％減）、前連結会

計年度の第３四半期連結会計期間より開始した投資顧問事業の売上高は、29百万円、第１四半期連結会計期間よ

り開始した信託事業の売上高は、17百万円となりました。

本書における用語の説明

リース事業組成金額 組成したオペレーティング・リース事業案件のリース物件の取得価額の合計額

出資金販売額
出資金（オペレーティング・リース事業の匿名組合出資持分）について、リース開始日までに投資家
へ私募により販売した額及びリース開始日時点で当社が一旦立替取得し、（連結）貸借対照表の「商
品出資金」に計上したものについて、投資家へ譲渡により販売した額の合計額

売上原価

　売上原価は、1,077百万円（前年同期比153.9％増）となりました。

　これは、主に、売上高拡大に伴い、顧客紹介に係る手数料が増加したことによるものであります。

販売費及び一般管理費

　販売費及び一般管理費は、1,294百万円（前年同期比40.8％増）となりました。

　・人件費は、640百万円（前年同期比52.1％増）となりました。これは主に、積極的な人材採用を進めたこと、

また、株式会社ＦＰＧ投資顧問及び株式会社ＦＰＧ信託が新たに連結子会社となったこと等により、連結

ベースでの従業員数が増加（前第２四半期末85名に対して、当第２四半期末118名）したことによるものであ

ります。
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　・地代家賃は、前第１四半期に実施した本社移転に際しての、新旧本社の重複家賃の負担がなくなったこともあ

り、158百万円（前年同期比8.4％減）となりました。

　・その他の費用については、連結子会社の増加を含めた、業容拡大に伴い、494百万円（前年同期比52.6％増）

となりました。

(注）人件費には、給料手当、賞与（引当金繰入額含む）、法定福利費、福利厚生費等の他、人材採用費を含めております。

営業利益

　上記の結果、営業利益は、5,874百万円（前年同期比235.5％増）となりました。

営業外収益／営業外費用

　営業外収益は、413百万円（前年同期比295.2％増）となりました。これは主に、出資金販売額の増加に伴い、投

資家から収受している商品出資金の立替利息が増加した結果、受取利息が200百万円（前年同期比146.5％増）と

なったこと、関連会社に関する持分法による投資利益が134百万円（前年同期は9百万円の持分法による投資損失）

となったこと、組成用不動産の不動産賃貸料が74百万円（前年同期比224.6％増）となったことによるものであり

ます。

　営業外費用は、438百万円（前年同期比18.3％増）となりました。これは主に、支払利息が158百万円（前年同期

比30.9％増）となったこと、支払手数料について、資金調達枠の拡大を伴うコミットメントライン契約の締結によ

り、その契約締結時に発生する費用が増加したことから、266百万円（前年同期比21.1％増）となったことによる

ものであります。

経常利益／四半期純利益

　上記の結果、経常利益は、5,849百万円（前年同期比293.9％増）、法人税等を控除した四半期純利益は3,700百

万円（前年同期比307.8％増）となりました。

セグメント別業績

　セグメント別業績の概況は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             　　　（単位：百万円）

 

セグメント

平成26年９月期
第2四半期

平成27年９月期
第2四半期

売上高 セグメント利益 売上高
セグメント利益または

セグメント損失（△）

ＦＰＧ 3,003 1,483 8,113 6,047

ＦＰＧ証券 91 1 　85 △ 　39

その他 － － 　47 △　158

合計 3,094 1,484 8,246 5,849

（注）１．売上高は、セグメント間の内部売上高または振替高を消去しております。

　　　２．セグメント利益または損失は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

(2) 財政状態の分析

資産の状況

資産合計は、55,430百万円(前年度末比11,414百万円の増加）となりました。その概要は以下のとおりでありま

す。

（流動資産）

　流動資産は、52,895百万円（前年度末比10,617百万円の増加）となりました。

　・現金及び預金は、5,450百万円(前年度末比1,358百万円の増加）となりました。

　・商品出資金は、30,383百万円(前年度末比1,841百万円の増加）となりました。これは主に出資金の販売を

進めた一方で、オペレーティング・リース事業の案件組成を積極的に行ったことによるものであります。

　・組成用不動産は、2,305百万円(前年度末比1,097百万円の減少）となりました。これは不動産小口運用商品

の販売が進んだことによるものであります。
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　・上記以外の流動資産につきまして、14,755百万円(前年度末比8,514百万円の増加）となりました。これは

主に、証券事業において提供する通貨関連店頭デリバティブ商品に関連して、為替変動等によるデリバ

ティブ取引の時価変動があったこと等から、カバー取引先である金融機関に対する差入保証金が6,533百

万円（前年度末比3,773百万円の増加）、その他の流動資産に含まれるデリバティブ債権が3,877百万円

（前年度末比2,294百万円の増加）となったことによるものであります。

　（注）通貨関連店頭デリバティブ商品の提供に際しては、当社グループが、デリバティブ取引の市場リスクを負担することを回避

するために、顧客とのデリバティブ取引契約を締結する際に、カバー取引として、金融機関とデリバティブ取引契約を締結

しております。その結果、資産側にデリバティブ債権とカバー取引先への差入保証金を計上するとともに、負債側に、デリ

バティブ債務と顧客からの受入保証金を計上しております。

（固定資産）

　固定資産は、2,453百万円（前年度末比715百万円の増加）となりました。

　・有形固定資産は、346百万円(前年度末比44百万円の増加）となりました。

　・無形固定資産は、895百万円(前年度末比629百万円の増加）となりました。これは主に、株式会社ＦＰＧ信

託に係るのれんを計上したことによるものであります。

　・投資その他の資産は、1,211百万円(前年度末比41百万円の増加）となりました。

負債の状況

　負債合計は、42,008百万円（前年度末比8,541百万円の増加）となりました。その概要は以下のとおりでありま

す。

（流動負債）

　流動負債は、38,483百万円（前年度末比6,514百万円の増加）となりました。

　・借入金・社債（コマーシャル・ペーパーを含む。）は、19,942百万円（前年度末比1,638百万円の減少）と

なりました。これは主に商品出資金・組成用不動産の取得原資として調達した借入金の返済が進んだため

であります。

　・第３四半期以降に販売予定の商品出資金に係る手数料の前受金は、5,076百万円(前年度末比671百万円の増

加）となりました。

　・上記以外の流動負債につきまして、13,464百万円(前年度末比7,480百万円の増加）となりました。これは

主に、証券事業において提供する通貨関連店頭デリバティブ商品に関連して、為替変動等によるデリバ

ティブ取引の時価変動があったこと等から、顧客から収受する受入保証金が5,671百万円（前年度末比

3,741百万円の増加）、その他の流動負債に含まれるデリバティブ債務が3,877百万円（前年度末比2,294

百万円の増加）となったことによるものであります。

（固定負債）

　固定負債は、3,525百万円（前年度末比2,027百万円の増加）となりました。これは主に、借入金・社債が

3,315百万円（前年度末比2,014百万円の増加）となったことによるものであります。

純資産の状況

　純資産合計は、13,422百万円（前年度末比2,872百万円の増加）となりました。これは主に、前年度の期末配当

812百万円を実施した一方で、四半期純利益3,700百万円を計上したことによるものであります。

　自己資本比率は、当第２四半期連結会計期間末時点で24.2％（前連結会計年度末は24.0％）となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

 当第２四半期連結累計期間末の現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、当第２四半期連結

累計期間期首に比べて1,358百万円増加し、5,450百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの

要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前四半期純利益が増加したこと等から、営業活動から得られた資金は2,936百万円(前年同期は、

373百万円の資金支出）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　株式会社ＦＰＧ信託の株式取得による支出があったこと等から、投資活動において使用した資金は890百万円

(前年同期は、AMENTUM CAPITAL LIMITED株式の取得や、本社内装設備の取得等により、575百万円の資金支出）

となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　配当金の支払があったこと等から、財務活動で使用した資金は、706百万円（前年同期は、社債・借入金の増

加等により、781百万円の資金収入）となりました。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。

(6) 従業員数

　当第２四半期連結累計期間において、主にベルニナ信託株式会社（現株式会社ＦＰＧ信託）を子会社化したこ

と、また業容拡大による期中採用を進めたことにより、当社グループの従業員数は、前連結会計年度末の100名

から118名に増加いたしました。また当社の従業員数は、前事業年度末の87名から96名に増加いたしました。

　① 連結会社の状況

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

 ＦＰＧ 96

 ＦＰＧ証券 6

 その他 16

合計 118

（注）従業員数は就業人員です。

　② 提出会社の状況

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

 ＦＰＧ 96

合計 96

（注）従業員数は就業人員です。

(7) 生産、受注および販売の状況

　当第２四半期連結累計期間の状況につきましては、(1)経営成績の分析をご参照ください。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 72,000,000

計 72,000,000

（注） 平成27年３月９日開催の取締役会決議に基づき、平成27年４月１日付で株式分割に伴う定款の変更が行われ、発

行可能株式総数は、144,000,000株増加し、216,000,000株となっております。

 

②【発行済株式】
 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)

(平成27年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年５月13日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 31,325,200 93,975,600
東京証券取引所

市場第一部

普通株式は完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式であり、単元株

式数は100株であります。

計 31,325,200 93,975,600 － －

 
（注） 平成27年３月９日開催の取締役会決議に基づき、平成27年４月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を

行ったことにより発行済株式は62,650,400株増加し、合計93,975,600株となっております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

（株)

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

 平成27年３月13日

 （注１）
54,000 31,325,200 4,644 3,077,082 4,644 3,027,082

　（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．平成27年４月１日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行ったことにより、本書提出日現在の発行済株

式総数残高は、93,975,600株となっております。
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（６）【大株主の状況】

 

  平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＨＴホールディングス株式会社 東京都港区赤坂３-21-21 9,600,000 30.65

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町２-11-３ 1,505,300 4.81

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海１-８-11 1,481,600 4.73

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１-６-１ 1,024,300 3.27

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１-２-10 733,300 2.34

谷村尚永 東京都港区 733,200 2.34

ビ－ビ－エイチ　マシユ－ズ　ジヤパ
ン　フアンド
（常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ
銀行）

4 EMBARCADERO CTR STE 550 SAN

FRANCISCO CALIFORNIA　ZIP　

CODE:94111

(東京都千代田区丸の内２-７-１)

385,500 1.23

メリルリンチ　インターナショナル　エ

クイティ　デリバティブス

（常任代理人　メリルリンチ日本証券株

式会社）

MERRILL LYNCH FINANCIALCENTRE.2

KING EDWARD STREET.LONDON EC1A

1HQ

(東京都中央区日本橋１-４-１)

285,666 0.91

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２-２-２ 276,400 0.88

楽天証券株式会社 東京都品川区東品川４-12-３ 239,000 0.76

計 － 16,264,266 51.92

（注)　みずほ証券株式会社から、同社その他２社を共同保有者として、平成26年12月31日現在の保有株式数を記載した

平成27年１月９日付大量保有報告書(変更報告書）が関東財務局長に提出されておりますが、当社として平成27年

３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況は、株主名簿の記載内容に基

づいて記載しております。なお、当該報告書に記載の保有株式数及び平成27年３月31日現在の発行済株式総数に

対する割合は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

(％)

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 114,400 0.37

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 337,100 　1.08

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田三丁目５番27号 700,800 2.24
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式）

普通株式  　2,100
－

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株式で

あります。

完全議決権株式（その他） 普通株式31,318,900 313,189 同上

単元未満株式 普通株式　 　4,200 － (注)

発行済株式総数       31,325,200 － －

総株主の議決権 － 313,189 －

(注) 「単元未満株式」欄には当社所有の自己株式51株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株）

所有株式数の
合計（株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ＦＰＧ
東京都千代田区

丸の内二丁目７番２号
2,100 - 2,100 0.01

計 － 2,100 - 2,100 0.01

 

２【役員の状況】

 　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第２四半期連結会計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間

（平成26年10月１日から平成27年３月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成26年３月28日内閣府令第22号）附則第７条第２項により、第20条及び第22条第

３号については、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。比較情報については、改正前

の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年１月１日から

平成27年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年10月１日から平成27年３月31日まで）の四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人より四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年９月30日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,092,451 5,450,859

売掛金 37,602 123,573

貯蔵品 1,701 5,237

商品出資金 28,542,101 30,383,875

組成用不動産 3,403,621 2,305,692

繰延税金資産 965,673 1,117,004

差入保証金 2,759,404 6,533,061

その他 2,476,153 6,976,483

流動資産合計 42,278,709 52,895,788

固定資産   

有形固定資産 301,849 346,301

無形固定資産   

のれん 218,342 838,446

その他 47,267 56,736

無形固定資産合計 265,610 895,182

投資その他の資産   

繰延税金資産 33,019 32,535

その他 1,137,228 1,178,997

投資その他の資産合計 1,170,247 1,211,532

固定資産合計 1,737,706 2,453,016

繰延資産   

開業費 － 82,187

繰延資産合計 － 82,187

資産合計 44,016,416 55,430,992

負債の部   

流動負債   

買掛金 140,984 222,538

短期借入金 20,602,390 16,257,284

コマーシャル・ペーパー － 2,000,000

1年内返済予定の長期借入金 758,600 1,465,600

1年内償還予定の社債 220,000 220,000

未払法人税等 1,460,861 2,348,754

前受金 4,404,818 5,076,088

賞与引当金 97,720 94,814

受入保証金 1,930,027 5,671,685

その他 2,353,548 5,126,337

流動負債合計 31,968,950 38,483,103

固定負債   

社債 710,000 1,400,000

長期借入金 591,400 1,915,600

資産除去債務 73,906 82,740

その他 122,292 126,873

固定負債合計 1,497,598 3,525,213

負債合計 33,466,549 42,008,317
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成26年９月30日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,072,438 3,077,082

資本剰余金 3,022,438 3,027,082

利益剰余金 4,441,133 7,311,773

自己株式 △358 △358

株主資本合計 10,535,650 13,415,579

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 － 46

為替換算調整勘定 14,216 7,049

その他の包括利益累計額合計 14,216 7,096

純資産合計 10,549,866 13,422,675

負債純資産合計 44,016,416 55,430,992
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 3,094,690 8,246,826

売上原価 424,526 1,077,908

売上総利益 2,670,163 7,168,917

販売費及び一般管理費 ※ 919,183 ※ 1,294,666

営業利益 1,750,979 5,874,251

営業外収益   

受取利息 81,272 200,312

為替差益 － 2,555

不動産賃貸料 22,880 74,275

持分法による投資利益 － 134,615

その他 602 2,194

営業外収益合計 104,755 413,954

営業外費用   

支払利息 120,764 158,081

社債発行費 13,879 －

為替差損 1,974 －

支払手数料 220,325 266,846

持分法による投資損失 9,378 －

不動産賃貸費用 4,311 13,686

その他 148 19

営業外費用合計 370,783 438,634

経常利益 1,484,951 5,849,571

特別利益   

固定資産売却益 － 151

特別利益合計 － 151

特別損失   

固定資産除却損 － 2,780

関係会社株式評価損 345 1,863

関係会社出資金評価損 1,388 －

特別損失合計 1,734 4,644

税金等調整前四半期純利益 1,483,216 5,845,078

法人税、住民税及び事業税 581,629 2,295,781

法人税等調整額 △5,820 △150,846

法人税等合計 575,808 2,144,934

少数株主損益調整前四半期純利益 907,408 3,700,143

四半期純利益 907,408 3,700,143
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 907,408 3,700,143

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － 46

持分法適用会社に対する持分相当額 20,552 △7,167

その他の包括利益合計 20,552 △7,120

四半期包括利益 927,960 3,693,023

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 927,960 3,693,023

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,483,216 5,845,078

減価償却費 34,247 39,023

のれん償却額 5,546 27,286

開業費償却額 － 17,052

社債発行費 13,879 －

支払手数料 220,325 266,846

関係会社株式評価損 345 1,863

関係会社出資金評価損 1,388 －

固定資産除却損 － 2,780

賞与引当金の増減額（△は減少） △8,705 △2,906

受取利息 △81,272 △200,312

支払利息 120,764 158,081

為替差損益（△は益） 514 △18,858

持分法による投資損益（△は益） 9,378 △134,615

売上債権の増減額（△は増加） 15,144 △83,632

商品出資金の増減額（△は増加） 511,833 △1,841,774

組成用不動産の増減額（△は増加） △1,406,093 1,097,929

差入保証金の増減額（△は増加） △773,290 △3,773,656

受入保証金の増減額（△は減少） 303,290 3,741,657

仕入債務の増減額（△は減少） △48,059 81,554

前受金の増減額（△は減少） △131,862 671,270

その他 2,483 △1,750,884

小計 273,077 4,143,786

利息及び配当金の受取額 81,272 387,715

利息の支払額 △99,199 △164,028

法人税等の支払額 △628,577 △1,431,098

営業活動によるキャッシュ・フロー △373,426 2,936,374

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △175,486 △12,949

有形固定資産の売却による収入 － 229

無形固定資産の取得による支出 △48,587 △9,282

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ △803,176

関係会社株式の取得による支出 △373,038 △54,443

敷金及び保証金の差入による支出 △124 △13,682

敷金及び保証金の回収による収入 － 1,884

その他の収入 47,345 16,663

その他の支出 △25,111 △15,685

投資活動によるキャッシュ・フロー △575,002 △890,441
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  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年10月１日
　至　平成26年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年10月１日
　至　平成27年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 24,594 △4,347,105

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） － 2,000,000

長期借入れによる収入 400,000 2,800,000

長期借入金の返済による支出 － △768,800

社債の発行による収入 986,120 800,000

社債の償還による支出 △10,000 △110,000

株式の発行による収入 1,224 9,288

配当金の支払額 △381,641 △812,995

手数料の支払額 △238,750 △276,770

自己株式の取得による支出 △48 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 781,498 △706,383

現金及び現金同等物に係る換算差額 △514 18,858

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △167,445 1,358,408

現金及び現金同等物の期首残高 3,840,392 4,092,451

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,672,946 ※ 5,450,859
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、ベルニナ信託株式会社（平成26年12月８日付で株式会社ＦＰＧ信託に商号変更）

の全株式を取得したことに伴い、同社を、連結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

企業結合に関する会計基準等の適用

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等が平成26年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったことに伴

い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等（ただし、連結会計基準第39項に掲げられた定めを除く。）

を適用し、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(3)、連結会計基準第44－５項(3)及び事業

分離等会計基準第57－４項(3)に定める経過的な取扱いに従っており、過去の期間のすべてに新たな会計方針を遡

及適用した場合の当第２四半期連結累計期間の期首時点の累積的影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首において、のれんが16,507千円減少するとともに、利益剰余金が

16,507千円減少しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純

利益がそれぞれ12,770千円減少しております。

 

（追加情報）

法人税率の変更等による影響

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年4月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の

引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税

率は、従来の35.64％から平成27年10月1日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については、

33.10％に、平成28年10月1日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.34％となり

ます。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は、30,353千円減少し、法人

税等調整額が同額増加しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度（平成26年９月30日）

　当社グループは、主に、匿名組合出資持分の立替資金の効率的な調達を行うため、また、不動産関連事業で組成用

不動産を取得するための資金を調達するため、一部の取引銀行と、コミットメントライン契約、当座貸越契約、資金

調達枠付の融資契約を締結しております。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は以下のとおり

であります。

コミットメントライン及び

当座貸越極度額等の総額
45,000,000千円

借入実行残高 20,114,590千円

差引額 24,885,410千円

 

　上記のコミットメントライン契約、当座貸越契約、融資契約には、以下のとおり、財務制限条項が付されているも

のがあります。

①　コミットメントライン契約（平成25年10月契約）

　 相手先：株式会社三井住友銀行及びその他８行

　　極度額：　　　　9,700,000千円

　　借入実行残高：　6,062,500千円

(ⅰ) 平成25年９月期末日以降の各事業年度末日及び各第２四半期会計期間末日における連結の貸借対照表に記載さ

れる純資産の部の合計金額を、平成24年９月期末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計

金額の75％に相当する金額以上に維持すること。

(ⅱ) 平成25年９月期末日以降の各事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、

平成24年９月期末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額以上

に維持すること。

(ⅲ) 平成25年９月期末日以降の各事業年度末日及び各第２四半期会計期間末日における連結の損益計算書に記載さ

れる経常損益を損失としないこと。

(ⅳ) 平成25年９月期末日以降の各事業年度末日における単体の損益計算書に記載される経常損益を損失としないこ

と。

②　コミットメントライン契約（平成25年10月契約）

 　 相手先：株式会社みずほ銀行及びその他11行

　　極度額：　　　　6,900,000千円

　　借入実行残高： 4,892,100千円

(ⅰ) 平成25年９月期決算（当該期を含む）以降、各年度の決算期の末日及び第２四半期会計期間の末日における連

結の貸借対照表上の純資産の部の金額を平成24年９月決算期末日における単体の貸借対照表上の純資産の部の

金額の75％及び直前の決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％のいずれか高い方の

金額以上に維持すること。

(ⅱ) 平成25年９月期決算（当該期を含む）以降、各年度の決算期及び第２四半期会計期間の末日における連結の損

益計算書に示される経常損益が、損失とならないようにすること。

③　コミットメントライン契約（平成25年10月契約）

　　相手先：株式会社東京スター銀行

　　極度額：　　　　 500,000千円

　　借入実行残高：　　　 －千円

(ⅰ) 平成25年９月期以降の各事業年度末日又は各第２四半期会計期間末日における連結の貸借対照表に記載される

純資産の部の合計金額が、平成24年９月期末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額

の75％相当を下回らないこと。

(ⅱ) 平成25年９月期以降の各事業年度末日又は各第２四半期会計期間末日における連結の損益計算書に記載される

経常損益を損失としないこと。

EDINET提出書類

株式会社ＦＰＧ(E24651)

四半期報告書

20/34



④　コミットメントライン契約（平成25年11月契約）

　　相手先：株式会社千葉銀行及びその他３行

　　極度額：　　　　1,400,000千円

　　借入実行残高：　　969,990千円

(ⅰ) 平成25年９月決算期以降、各年度の決算期の末日及び各第２四半期会計期間の末日における連結の貸借対照表

の純資産の部の金額を、平成25年９月第３四半期決算末日における連結の貸借対照表の純資産の部の金額の

75％以上に維持すること。

(ⅱ) 平成25年９月決算期以降、各年度の決算期及び第２四半期会計期間の末日における連結の損益計算書に示され

る経常損益を損失としないこと。

⑤　コミットメントライン契約（平成26年２月契約）

　　相手先：株式会社東京スター銀行

　　極度額：　　　 2,500,000千円

　　借入実行残高：　　　　－千円

(ⅰ) 平成26年９月期以降の各事業年度末日又は各第２四半期会計期間末日における連結の貸借対照表に記載される

純資産の部の合計金額が、平成25年９月期末日における連結の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額

の75％相当を下回らないこと。

(ⅱ) 平成26年９月期以降の各事業年度末日又は各第２四半期会計期間末日における連結の損益計算書に記載される

経常損益を、一度でも損失としないこと。

⑥　コミットメントライン契約（平成26年３月契約）

　　相手先：株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及びその他５行

　　極度額：　　　　6,300,000千円

　　借入実行残高：　4,800,000千円

(ⅰ) 平成26年９月期以降の各事業年度末日及び各第２四半期会計期間末日における連結の貸借対照表に記載される

純資産の部の合計金額を、直前の事業年度末日又は第２四半期会計期間末日、又は平成25年９月に終了する事

業年度末日における連結の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額のいずれか大きい方の75％以上に維

持すること。

(ⅱ) 平成26年９月期以降の各事業年度末日及び各第２四半期会計期間末日における連結の損益計算書に記載される

経常損益を損失としないこと。

⑦　コミットメントライン契約（平成26年３月契約）

　　相手先：株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

　　極度額：　　　　　3,000,000千円

　　借入実行残高：　　1,100,000千円

(ⅰ) 平成26年９月決算期（当該決算期を含む。）以降の各事業年度末日又は各第２四半期会計期間末日における連

結の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、直前の事業年度末日における連結の貸借対照表に記載

される純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

(ⅱ) 平成26年９月決算期（当該決算期を含む。）以降の各事業年度末日又は各第２四半期会計期間末日における連

結の損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと。

⑧　コミットメントライン契約（平成26年４月契約）

　　相手先：株式会社第四銀行

　　極度額：　　　　1,500,000千円

　　借入実行残高：　　480,000千円

(ⅰ) 平成26年９月期以降の各事業年度末日及び各第２四半期会計期間末日における連結の貸借対照表に記載される

純資産の部の合計金額が、直前の事業年度末日における連結の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額

の75％以上であること。

(ⅱ) 平成26年９月期以降の各事業年度末日又は各第２四半期会計期間末日における連結の損益計算書に記載される

経常損益を損失としないこと。
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⑨　融資契約（平成25年７月及び平成26年８月契約）

 　 相手先：株式会社三井住友銀行

　　極度額：　　　　6,000,000千円

　　借入実行残高：　 870,000千円

(ⅰ) (Ⅰ)平成26年９月期並びに平成27年９月期の各末日における単体及び連結貸借対照表、並びに、(Ⅱ)平成27年

３月期並びに平成28年３月期の各末日における連結貸借対照表の純資産合計金額を、平成25年９月期の末日に

おける同表の純資産合計金額の75％以上にそれぞれ維持すること。

(ⅱ) (Ⅰ)平成26年９月期並びに平成27年９月期の各末日における単体及び連結損益計算書、並びに、(Ⅱ)平成27年

３月期並びに平成28年３月期の各末日における連結損益計算書の経常損益を、それぞれ損失としないこと。

⑩　コミットメントライン契約（平成24年９月及び平成26年９月契約）

　　相手先：株式会社りそな銀行

　　極度額：　　　　1,500,000千円

　　借入実行残高：　　　　　-千円

(ⅰ) 本契約締結日以降の決算期（第二四半期を含まない。）の末日における単体の貸借対照表における純資産の部

（資本の部）の金額を、前年同期比75％以上に維持すること。

(ⅱ) 本契約締結日以降の決算期（第二四半期を含まない。）の末日における連結の貸借対照表における純資産の部

（資本の部）の金額を、前年同期比75％以上に維持すること。

(ⅲ) 本契約締結日以降の決算期（第二四半期を含まない。）における単体の損益計算書に示される経常損益を損失

とならないようにすること。

(ⅳ) 本契約締結日以降の決算期（第二四半期を含む。）における連結の損益計算書に示される経常損益を損失とな

らないようにすること。

⑪　当座貸越契約（平成26年９月契約）

 　 相手先：株式会社あおぞら銀行

　　極度額：　　　　1,000,000千円

　　借入実行残高：　　　　 －千円

(ⅰ) 各年度の第１四半期、第２四半期、第３四半期及び本決算期の各末日における連結の貸借対照表の純資産の部

の金額を、当該各年度の前年度本決算期の末日における連結の貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に維

持すること。

(ⅱ) 各年度の第２四半期及び本決算期の連結の損益計算書における経常損益について損失を計上しないこと。

⑫　コミットメントライン契約（平成26年９月契約）

　　相手先：株式会社北海道銀行

　　極度額：　　　　1,000,000千円

　　借入実行残高：　　　　 －千円

(ⅰ) 各年度の第２四半期及び本決算期の各末日における連結の貸借対照表の純資産の部の合計金額を平成25年９月

の末日における連結の貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

(ⅱ) 各年度の第２四半期及び本決算期の連結の損益計算書における経常損益について損失を計上しないこと。
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当第２四半期連結会計期間（平成27年３月31日）

　当社グループは、主に、匿名組合出資持分の立替資金の効率的な調達を行うため、また、不動産関連事業で組成用

不動産を取得するための資金を調達するため、一部の取引銀行と、コミットメントライン契約、当座貸越契約、資金

調達枠付の融資契約を締結しております。これらの契約に基づく当第２四半期連結会計期間末の借入未実行残高は以

下のとおりであります。

コミットメントライン及び

当座貸越極度額等の総額
59,300,000千円

借入実行残高 15,183,684千円

差引額 44,116,315千円

 

　上記のコミットメントライン契約、当座貸越契約、融資契約には、以下のとおり、財務制限条項が付されているも

のがあります。

①　コミットメントライン契約（平成26年４月契約）

　　相手先：株式会社第四銀行

　　極度額：　　　　1,500,000千円

　　借入実行残高：　　　　 －千円

(ⅰ) 平成26年９月期以降の各事業年度末日及び各第２四半期会計期間末日における連結の貸借対照表に記載される

純資産の部の合計金額が、直前の事業年度末日における連結の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額

の75％以上であること。

(ⅱ) 平成26年９月期以降の各事業年度末日又は各第２四半期会計期間末日における連結の損益計算書に記載される

経常損益を損失としないこと。

②　融資契約（平成25年７月及び平成26年８月契約）

 　 相手先：株式会社三井住友銀行

　　極度額：　　　　6,000,000千円

　　借入実行残高：　　　　 －千円

(ⅰ) (Ⅰ)平成26年９月期並びに平成27年９月期の各末日における単体及び連結貸借対照表、並びに、(Ⅱ)平成27年

３月期並びに平成28年３月期の各末日における連結貸借対照表の純資産合計金額を、平成25年９月期の末日に

おける同表の純資産合計金額の75％以上にそれぞれ維持すること。

(ⅱ) (Ⅰ)平成26年９月期並びに平成27年９月期の各末日における単体及び連結損益計算書、並びに、(Ⅱ)平成27年

３月期並びに平成28年３月期の各末日における連結損益計算書の経常損益を、それぞれ損失としないこと。

③　当座貸越契約（平成26年９月契約）

 　 相手先：株式会社あおぞら銀行

　　極度額：　　　　1,000,000千円

　　借入実行残高：　　　　 －千円

(ⅰ) 各年度の第１四半期、第２四半期、第３四半期及び本決算期の各末日における連結の貸借対照表の純資産の部

の金額を、当該各年度の前年度本決算期の末日における連結の貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に維

持すること。

(ⅱ) 各年度の第２四半期及び本決算期の連結の損益計算書における経常損益について損失を計上しないこと。

④　コミットメントライン契約（平成26年９月契約）

　　相手先：株式会社北海道銀行

　　極度額：　　　　1,000,000千円

　　借入実行残高：　　　　 －千円

(ⅰ) 各年度の第２四半期及び本決算期の各末日における連結の貸借対照表の純資産の部の合計金額を平成25年９月

の末日における連結の貸借対照表の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

(ⅱ) 各年度の第２四半期及び本決算期の連結の損益計算書における経常損益について損失を計上しないこと。

⑤　コミットメントライン契約（平成26年10月契約）

　 相手先：株式会社三井住友銀行及びその他８行

　　極度額：　　　　12,600,000千円

　　借入実行残高：　 5,140,800千円

(ⅰ) 平成26年９月期末日以降の各事業年度末日及び各第２四半期会計期間末日における連結の貸借対照表に記載さ

れる純資産の部の合計金額を、平成25年９月期末日における連結の貸借対照表に記載される純資産の部の合計

金額の75％に相当する金額以上に維持すること。
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(ⅱ) 平成26年９月期末日以降の各事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、

平成25年９月期末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額以上

に維持すること。

(ⅲ) 平成26年９月期末日以降の各事業年度末日及び各第２四半期会計期間末日における連結の損益計算書に記載さ

れる経常損益を損失としないこと。

(ⅳ) 平成26年９月期末日以降の各事業年度末日における単体の損益計算書に記載される経常損益を損失としないこ

と。

⑥　コミットメントライン契約（平成26年10月契約）

 　 相手先：株式会社みずほ銀行及びその他11行

　　極度額：　　　　8,000,000千円

　　借入実行残高： 3,248,000千円

(ⅰ) 平成26年9月期決算以降、各年度の決算期の末日および第２四半期の末日における連結の貸借対照表上の純資産

の部の金額を平成25年9月決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％および直前の決算

期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％のいずれか高い方の金額以上に維持すること。

(ⅱ) 平成26年9月期決算以降、各年度の決算期および第２四半期の末日における連結の損益計算書に示される経常損

益が損失とならないようにすること。

⑦　コミットメントライン契約（平成26年10月契約）

　　相手先：株式会社東京スター銀行

　　極度額：　　　　1,000,000千円

　　借入実行残高：　　　　 －千円

(ⅰ) 平成26年９月期以降の各事業年度末日又は各第２四半期会計期間末日における連結貸借対照表に記載される純

資産の部の合計金額が、平成25年９月期末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の

75％相当を下回らないこと。

(ⅱ) 平成26年９月期以降の各事業年度末日又は各第２四半期会計期間末日における連結損益計算書に記載される経

常損益を損失としないこと。

⑧　コミットメントライン契約（平成26年11月契約）

　　相手先：株式会社千葉銀行及びその他４行

　　極度額：　　　　2,900,000千円

　　借入実行残高：　1,044,884千円

(ⅰ) 平成26年９月決算期以降、各年度の決算期の末日及び各第２四半期会計期間の末日における連結の貸借対照表

の純資産の部の金額を、平成26年９月第３四半期決算末日における連結の貸借対照表の純資産の部の金額の

75％以上に維持すること。

(ⅱ) 平成26年９月決算期以降、各年度の決算期及び第２四半期会計期間の末日における連結の損益計算書に示され

る経常損益を損失としないこと。

⑨　当座貸越契約（平成26年11月契約）

　　相手先：オリックス銀行株式会社

　　極度額：　　　　　500,000千円

　　借入実行残高：　　500,000千円

(ⅰ) 各事業年度末及び第２四半期末における有価証券報告書の連結の貸借対照表に記載される純資産の合計金額

を、平成25年９月末における連結の貸借対照表の純資産の合計金額の75％以上に維持すること。

(ⅱ) 各事業年度末おける有価証券報告書の単体の貸借対照表に記載される純資産の合計金額を、平成25年９月末に

おける単体の貸借対照表の純資産の合計金額の75％以上に維持すること。

(ⅲ) 各事業年度末及び第２四半期末における有価証券報告書の連結の損益計算書に記載される経常損益を損失とし

ないこと。

(ⅳ) 各事業年度末における有価証券報告書の単体の損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと。

⑩　当座貸越契約（平成27年２月契約）

　　相手先：株式会社第三銀行

　　極度額：　　　 1,000,000千円

　　借入実行残高：　　　　－千円

(ⅰ) 各事業年度末日又は各第２四半期会計期間末日における連結の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額

を、直前の事業年度末日における連結の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％以上に維持する

こと。

(ⅱ) 各事業年度末日又は各第２四半期会計期間末日における連結の損益計算書に記載される経常損益を、損失とし

ないこと。
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⑪　コミットメントライン契約（平成27年２月契約）

　　相手先：株式会社東京スター銀行

　　極度額：　　　 3,000,000千円

　　借入実行残高： 1,500,000千円

(ⅰ) 平成27年９月期以降の各事業年度末日又は各第２四半期会計期間末日における連結の貸借対照表に記載される

純資産の部の合計金額が、平成26年９月期末日における連結の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額

の75％相当を下回らないこと。

(ⅱ) 平成27年９月期以降の各事業年度末日又は各第２四半期会計期間末日における連結の損益計算書に記載される

経常損益を、一度でも損失としないこと。

⑫　コミットメントライン契約（平成27年３月契約）

　　相手先：株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及びその他11行

　　極度額：　　　　8,800,000千円

　　借入実行残高：　1,700,000千円

(ⅰ) 平成27年９月期以降の各事業年度末日及び各第２四半期会計期間末日における連結の貸借対照表に記載される

純資産の部の合計金額を、直前の事業年度末日又は第２四半期会計期間末日、又は平成26年９月に終了する事

業年度末日における連結の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額のいずれか大きい方の75％以上に維

持すること。

(ⅱ) 平成27年９月期以降の各事業年度末日及び各第２四半期会計期間末日における連結の損益計算書に記載される

経常損益を損失としないこと。

⑬　コミットメントライン契約（平成24年９月及び平成27年３月契約）

　　相手先：株式会社りそな銀行

　　極度額：　　　　2,500,000千円

　　借入実行残高：　　　　 －千円

(ⅰ) 本契約締結日以降の決算期（第二四半期を含まない。）の末日における単体の貸借対照表における純資産の部

（資本の部）の金額を、前年同期比75％以上に維持すること。

(ⅱ) 本契約締結日以降の決算期（第二四半期を含まない。）の末日における連結の貸借対照表における純資産の部

（資本の部）の金額を、前年同期比75％以上に維持すること。

(ⅲ) 本契約締結日以降の決算期（第二四半期を含まない。）における単体の損益計算書に示される経常損益を損失

とならないようにすること。

(ⅳ) 本契約締結日以降の決算期（第二四半期を含む。）における連結の損益計算書に示される経常損益を損失とな

らないようにすること。

⑭　コミットメントライン契約（平成26年３月、７月及び平成27年３月契約）

　　相手先：株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

　　極度額：　　　　　3,000,000千円

　　借入実行残高：　　　　　 －千円

(ⅰ) 平成27年９月決算期（当該決算期を含む。）以降の各事業年度末日又は各第２四半期会計期間末日における連

結の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、直前の事業年度末日における連結の貸借対照表に記載

される純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

(ⅱ) 平成27年９月決算期（当該決算期を含む。）以降の各事業年度末日又は各第２四半期会計期間末日における連

結の損益計算書に記載される経常損益を損失としないこと。
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（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年10月１日

　　至 平成26年３月31日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年10月１日

　　至 平成27年３月31日）

給料手当 273,995千円 391,726千円

賞与引当金繰入額 61,985 94,050
 
 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年10月１日
至 平成26年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年10月１日
至 平成27年３月31日）

現金及び預金勘定 3,672,946千円 5,450,859千円

現金及び現金同等物 3,672,946 5,450,859
 
 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年10月１日　至　平成26年３月31日）

　配当金支払額

　（決議） 株式の種類
配当金の
総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年12月20日

定時株主総会
普通株式 381,641 14.67 平成25年９月30日 平成25年12月24日 利益剰余金

 
 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年10月１日　至　平成27年３月31日）

　配当金支払額

　（決議） 株式の種類
配当金の
総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年12月19日

定時株主総会
普通株式 812,995 26.0 平成26年９月30日 平成26年12月22日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自 平成25年10月１日 至 平成26年３月31日)

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額 ＦＰＧ ＦＰＧ証券 計

売上高        

外部顧客への売上高 3,003,501 91,189 3,094,690 － 3,094,690 － 3,094,690

セグメント間の内部売

上高又は振替高
2,500 2,000 4,500 － 4,500 △4,500 －

計 3,006,001 93,189 3,099,190 － 3,099,190 △4,500 3,094,690

セグメント利益 1,483,464 1,486 1,484,951 － 1,484,951 － 1,484,951

（注）１．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しております。

２．調整額は、すべてセグメント間取引消去によるものであります。

 

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　前連結会計年度の末日に比べ、「ＦＰＧ」セグメントの資産金額は、1,917,908千円増加しております。これ

は主に、組成用不動産が増加したことによるものであります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 平成26年10月１日 至 平成27年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額 ＦＰＧ ＦＰＧ証券 計

売上高        

外部顧客への売上高 8,113,386 85,815 8,199,202 47,623 8,246,826 － 8,246,826

セグメント間の内部売

上高又は振替高
1,830 600 2,430 － 2,430 △2,430 －

計 8,115,216 86,415 8,201,632 47,623 8,249,256 △2,430 8,246,826

セグメント利益又は損失

（△）
6,047,925 △39,947 6,007,978 △158,406 5,849,571 － 5,849,571

（注）１．セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の経常利益と一致しております。

　　　２．調整額は、すべてセグメント間取引消去によるものであります。

　　３．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない「ＦＰＧ投資顧問」及び「ＦＰＧ信託」セグメントであ

ります。
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２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　前連結会計年度の末日に比べ、「ＦＰＧ」セグメントの資産金額は、4,277,462千円増加しております。これ

は主に、商品出資金その他タックス・リース・アレンジメント事業のための資産が増加したことによるものであ

ります。

　前連結会計年度の末日に比べ、「ＦＰＧ証券」セグメントの資産金額は、5,987,572千円増加しております。

これは主に、（流動）差入保証金及びその他の流動資産（主にデリバティブ債権）が増加したことによるもので

あります。

　前連結会計年度の末日に比べ、「その他」の資産金額は、853,180千円増加しております。これは主に、株式

会社ＦＰＧ信託の株式を取得し、新たに連結の範囲に含めたためであります。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報について、前第２四半期連結累計期間は、

「ＦＰＧ証券」の重要性が乏しく、報告セグメントが一つであり、開示情報としての重要性が乏しいため、記載

を省略しておりましたが、前連結会計年度において、「ＦＰＧ証券」の重要性が増したことから、前連結会計年

度より、「ＦＰＧ」「ＦＰＧ証券」を報告セグメントとして、記載しております。なお、前第２四半期連結累計

期間のセグメント情報は、当第２四半期連結累計期間の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示して

おります。

　また、平成26年４月に㈱ＦＰＧ投資顧問を連結子会社とし、投資顧問事業を開始したことにより、前第３四半

期連結会計期間より、「ＦＰＧ投資顧問」を、事業セグメントとし、さらに、平成26年10月に㈱ＦＰＧ信託を連

結子会社とし、信託事業を開始したことにより、第１四半期連結会計期間より、「ＦＰＧ信託」を、事業セグメ

ントとしております。「ＦＰＧ投資顧問」及び「ＦＰＧ信託」は、「その他」に含めております。

 

（「企業結合に関する会計基準」等の適用）

　会計方針の変更に記載のとおり、「企業結合に関する会計基準」等が平成26年４月１日以後開始する連結会計

年度の期首から適用できることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間より、取得関連費用を発生した連

結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。「企業結合に関する会計基準」等の適用については

経過的な取扱いに従っており、過去の期間のすべてに新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を当第

２四半期連結累計期間の期首時点の利益剰余金に加減しております。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の「ＦＰＧ証券」のセグメント損失が、

1,001千円減少し、「その他」のセグメント損失が、13,772千円増加しております。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　第１四半期連結会計期間に株式会社ＦＰＧ信託を連結子会社としたことにより、「その他」において、のれ

ん663,897千円を計上しております。

　過去の期間のすべてに新たな会計方針を遡及適用した場合の当第２四半期連結累計期間の期首時点の累積的

影響額を利益剰余金に加減しております。この結果、当第２四半期連結累計期間の期首において、「ＦＰＧ証

券」において、のれんが6,845千円減少し、「その他」において、のれんが9,661千円減少しております。

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

　金融商品の当四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額および前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時

価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

前連結会計年度（平成26年９月30日）

　対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

通貨

　オプション取引    

　　売建 61,995,680 384,182 821,316

　　買建 61,995,680 △384,182 △944,888

 

当第２四半期連結会計期間（平成27年３月31日）

　対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

通貨

　オプション取引    

　　売建 55,141,132 1,085,803 1,928,095

　　買建 55,141,132 △1,085,803 △2,251,584

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年10月１日
至　平成26年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年10月１日
至　平成27年３月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 11円63銭 39円44銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額                 （千円） 907,408 3,700,143

普通株主に帰属しない金額         （千円） －  

普通株式に係る四半期純利益金額   （千円） 907,408 3,700,143

普通株式の期中平均株式数          （株） 78,055,851 93,824,058

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 11円46銭 39円06銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額               （千円） －  

普通株式増加数                    （株） 1,139,175 915,459

（うち新株予約権）                （株） （1,139,175) （915,459)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

― ―

(注）当社は、平成27年４月１日付で、普通株式１株につき３株の株式分割を実施しております。前連結会計年度の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額を算定しております。
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（重要な後発事象）

１．株式の分割

　当社は、投資単位当たりの金額を引き下げることで株式の流動性を高め、投資家にとって、より投資しやすい

環境を整えることで、投資家層の拡大を図るため、平成27年３月９日開催の取締役会決議に基づき、平成27年４

月１日付で株式分割を行っております。

(1) 株式分割の方法

　平成27年３月31日を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載または記録された株主の所有する普通株式１

株につき３株の割合をもって分割する。

 

(2) 分割により増加する株式数

株式分割前の当社発行済株式総数 31,325,200株

今回の分割により増加する株式数 62,650,400株

株式分割後の当社発行済株式総数 93,975,600株

株式分割後の発行可能株式総数　 216,000,000株

 

(3) 株式分割の日程

基準日　　 平成27年３月31日

効力発生日 平成27年４月１日

 

(4) １株当たり情報に及ぼす影響

　「１株当たり情報」は、当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定して算定しており、これによ

る影響については、当該箇所に記載しております。

 

２．AMENTUM CAPITAL LIMITEDの株式取得による子会社化について

　当社は、平成27年５月13日開催の取締役会において、持分法適用関連会社であるAMENTUM CAPITAL LIMITEDの

株式を取得し、当社の子会社とすることを決議いたしました。

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

名 称　 ：AMENTUM CAPITAL LIMITED

事業内容：航空機アセット・マネジメント事業

② 企業結合を行う主な理由

当社は、AMENTUM CAPITAL LIMITEDとの経営の一体性を高め、同社が有する航空機の管理・機体売却に関するノ

ウハウを、当社グループが行う航空機を対象としたオペレーティング・リース事業案件（以下、「航空機リース事

業案件」といいます。）の組成にさらに積極的に活用するため、同社を子会社とすることにいたしました。

今後、当社グループは、同社と一体となって、成長戦略の推進、双方の経営資源の相互活用を図り、航空機リー

ス事業案件の組成金額の増加を通じた業績拡大を図ってまいります。

③ 企業結合日

平成27年５月14日（予定）

④ 企業結合の法的形式

現金による株式の取得

⑤ 結合後企業の名称

AMENTUM CAPITAL LIMITED

⑥ 取得する議決権比率

企業結合日前に所有している議決権比率　25％

企業結合日に取得する議決権比率　　　　50％

取得後の議決権比率　　　　　　　　　　75％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

対価の種類が現金であるため、当該現金を交付する当社を取得企業としております。
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(2) 被取得企業の取得原価及びその内訳

企業結合日前に所有している株式の企業結合日における時価　2.4 百万ユーロ

企業結合日に取得する株式の時価　　　　　　　　　　　　　4.9 百万ユーロ

　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　7.3 百万ユーロ

 

(3) 発生したのれんの金額、発生要因、償却方法及び償却期間

現時点では、確定しておりません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ＦＰＧ(E24651)

四半期報告書

33/34



 

 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成27年５月13日

株式会社　ＦＰＧ  

 取締役会　御中  

 

 新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山﨑　博行

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 廿樂　眞明

 
 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＦＰＧ

の平成26年10月１日から平成27年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年１月１日から平成27

年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年10月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＦＰＧ及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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